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16
年
度
一
般
会
計
決
算
額

は
歳
入
75
億
５
４
９
７
万
円
、

歳
出
72
億
５
７
２
２
万
円
で
、

差
引
残
高
２
億
９
７
７
５
万

円
で
す
。差
引
残
高
か
ら
翌

年
度
へ
繰
越
す
財
源
を
控
除

し
た
実
質
収
支
額
は
２
億
７

４
９
２
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

歳
入
歳
出
と
も
前
年
度
に

比
べ
、１
億
円
余
り
の
増
額

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

財
政
運
営
で
の
弾
力
性
を

判
断
す
る
指
標
の
一
つ
と
し

て「
公
債
費
比
率
」が
あ
り
ま

す
。こ
れ
は
公
債
費（
借
入
金

返
済
額
）の
割
合
で
す
が
、前

年
度
の
15
・
５
％
か
ら
０
・
７

ポ
イ
ン
ト
下
が
り
14
・
８
％

と
な
り
ま
し
た
。

　

一
方
、地
方
税
な
ど
の
一

般
財
源
を
ど
れ
だ
け
人
件
費
・

公
債
費
・
扶
助
費
な
ど
の
経

常
的
経
費
に
充
て
た
か
を
判

断
す
る「
経
常
収
支
比
率
」は
、

前
年
度
を
大
き
く
６
・
３
ポ

イ
ン
ト
上
回
り
87
・
８
％
と

な
り
ま
し
た
。

　

こ
の
経
常
収
支
比
率
が
高

い
ほ
ど
臨
時
的
に
使
用
で
き

る
余
剰
財
源
が
少
な
く
、財

政
構
造
の
弾
力
性
を
失
い
つ

つ
あ
る
と
考
え
ら
れ
て
い
ま

す
。

　

16
年
度
の
一
般
会
計
は
景

気
の
低
迷
、国
に
よ
る
財
政

改
革
に
よ
り
税
の
減
少
が
あ

り
ま
し
た
が
、歳
入
歳
出
と

も
決
算
総
額
は
大
型
事
業
の

影
響
で
、増
加
し
ま
し
た
。通

常
の
事
業
規
模
で
は
、人
件
費
・

物
件
費
な
ど
の
経
費
の
削
減

に
よ
り
約
９
１
０
０
万
円
減

額
と
な
り
ま
し
た
。

平成１６年度
決算の概要

一般会計決算

秋
の
フ
リ
ー
マ
ー
ケ
ッ
ト

（
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
プ
ラ
ザ
広
場
）

※下水道事業会計は平成15年度より企業会計となりました。
※介護保険事業は平成15年度より諏訪広域連合へ移行されました。
※本郷・落合・境及び乙事財産区会計は平成16年度より独立会計と
　なりました。

会　　計　　区　　分

一　　　　般

小　　　計
収益的収支
資本的収支
収益的収支
資本的収支

下水道事業

75億5,497 72億5,722 2億9,775
11億1,851
15億5,239
8,287

2億7,469
533

30億3,379
7億5,343
8,004

12億9,976
3億6,797

10億1,273
15億5,239
8,147

2億7,458
393

29億2,510
5億6,378
3億6,918
11億,0487
8億1,400

1億0,578
0
140
11
140

1億0,869
1億8,965
△2億8,914
1億9,489
△4億4,603

特　

別　

事　

業　

会　

計

歳　入 歳　出 差引額

平成16年度決算額
（単位:万円）

国 民 健 康 保 険
老 人 保 健
有 線 放 送 電 話
観光施設貸付事業
富 士 見 財 産 区

水道事業


